
Ⅰ　はじめに─最近の新聞記事から労働法を考える

 （一）日々の新聞記事に掲載されている労働関係の記事をみて，これは労働

法にとってどのような問題なのか。まず法的問題点や論点を適示，確認す

る。それから，労働法のテキストを開いて，当該論点についての解説をみ

る。この方法は，大学の法学部でない経済，経営学部等で教えてきた筆者な

りの講義の仕方であった１）。今日もこの習慣は無くならず，新聞記事を見て

論点を考えて分からないことを含めて最新のテキスト等で法的問題を確認し

ている。このような中，最近の新聞記事で気になる三つの労働事件や裁判の

記事があった。

　①「解雇無効後の復職　系列高転勤『不当』　明治学園　教諭が学校法人

提訴」（朝日新聞朝刊2022.3.23㉙面），②「うつ病で休業・解雇『業務が原因』

認定　福岡地裁　補償不支給取り消し」（同新聞2022.6.2⑲面），③「『過労で
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適応障害』認める　大阪地裁　教諭勝訴　府に賠償命令」（2022.6.29㉖面）。

 （二）この三つの記事の中で①についてみてみよう。何が問題なのか，まず

読んでみるが，この事件の全体像というものが良く分からない。何度か記事

の内容をみると次のことが書かれている。

学校法人（Ｙ）に勤務していた高校教諭（Ｘ，数学担当）が，解雇されそ

の解雇の有効性を裁判で争い，解雇を無効とする判決が最高裁の上告不受理

決定により確定した。しかし，Ｙは，法的に就労請求権は認められないなど

と主張して，Ｘが教師の職務を行うこと，職場復帰を拒否し続けている。そ

こで，Ｘは労働組合に加入して，Ｙに対して団体交渉を行い，現在勤務して

いる職場（北九州・明治学園）への復職を求めた。

ところが，その団体交渉の席で，Ｙから突然に，Ｘに対して北九州にある

現在の勤務校でなく，遠隔地（福島市）への「転勤」を命じた。そこでＸは，

この転勤命令は不当，無効なものであるとしてＹを相手に訴訟を提起した。

Ｘは，このＹによる配転命令は無効であるとして，仮処分申請を行った

が，原審，抗告審とも，Ｘの申立てを却下した。そこで，Ｘは改めて，本訴

を提起した。その第1回口頭弁論が，3月22日に福岡地裁小倉支部で行われ

た。①の記事は，1回口頭弁論，翌日の新聞記事である。

 （三）この記事を読んで，第一に，良く分からないところが多い労働事件で

あること，第二に，解雇無効の確定判決に従うこと（判決命令の履行）が，

現職場（北九州）への復帰（高校で数学教育を行うこと）ではなく，遠隔地

（福島市）への転勤命令であること。これをどうみたら良いのか。この疑問

について，公刊されている判例集をみると，仮処分事件の敗訴判決があるの

みで，Ｘをめぐる労働事件とくに解雇の経緯やその無効判決の内容は公刊さ

れている判例集には掲載されていない。そこで，Ｘの代理人弁護士に依頼し

て裁判資料等を送って頂いた２）。これらの資料を参照しながら，上記の疑問

について，筆者なりに検討してみたい。これが本稿執筆の意図である。

以下，判例評釈の形式をとりながら，公刊された仮処分決定を主な素材と

して，これに地裁，高裁における解雇事件判決および本訴の訴状などを参照
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しながら本件における法的問題を検討したい。

Ⅱ　事実の概要

１．本件は，北九州市及び福島市にそれぞれ学校を設置する学校法人である

相手方（債務者Ｙ。本訴・被告）が，北九州市所在の学校（Ａ学園・明治学

園）で勤務していた抗告人（債権者Ｘ。本訴・原告）に対し，福島市所在の

学校（Ｂ学院・桜の聖母学院）での勤務を命じたところ，Ｘは，本件勤務命

令（配転命令）が無効であると主張して，Ｂで勤務すべき義務のないことを

仮に定めるよう求めた事案である。

 （1）Ｘは，本件仮処分の抗告人（債権者・本訴・原告）であり，Ｙ（相手方，

債務者・本訴・被告）で学校法人であり，福島市に所在する高等学校，中学

校（Ｂ学院）を設置しており，その理事長はＳである。

北九州市に所在する学校法人Ａは，高等学校，中学校（Ａ学園）を設置し

ていたが，平成20年（2008年）9月9月8日，Ｙに合併された（「本件合併」）。

 （2）Ｘは，平成5年4月1日　，Ｙの常勤講師として採用され，平成6年（1994

年）4月1日，Ｙとの間で労働契約を締結して（「本件労働契約」）Ａ学園の高

校教員の辞令を受けた。

（Ｘは，本件労働契約の締結に先立って，平成5年2月11日付けで，Ｙの理

事長に対して配置換え（勤務場所，教科の変更）について承諾する誓約書を

提出している。以下，（　）は原審における認定事実である。）

 （3）Ｙ代表者（理事長Ｓ）は，平成28年（2016年）2月18日，Ｘ対し，同年

度の授業を担当させることはできない旨通知した。さらにＹは，平成29年8

月22日，Ｘ対して解雇の意思表示を行った（「本件解雇意思表示」）。

（Ｙは，Ｘに対して，Ａにおける授業を平成28年度以降担当させておらず，

令和4年（2022年）度においても担当させる予定はない。）

 （4）Ｘは，Ｙを相手に，本件解雇無効の訴訟を提起したが，一審で敗訴し

た（福岡地裁小倉支判令和元11.7判例集未掲載）。解雇無効訴訟とは別に損

害賠償請求をしている（一部認容）。
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そこでＸが控訴したところ，控訴審（福岡高判令和2.8.27判例集未掲載）

は，Ｙの解雇を無効とし，Ｘに対して毎月，賃金を支払うよう命じた。敗訴

したＹは上告したが，不受理決定（令和3.1.19）によりこの判決は確定した。

（Ｙは，解雇無効の判決確定後，Ｘに対して，毎月43万7400円の賃金を支

払っている。）

 （5）Ｙは，Ｘの復職を求める団交の席上，突然に，令和3年10月16日付けで，

Ｘに対して着任日を令和4年1月5日として，数学の教諭として，Ｂ学院での

勤務を命じる転勤命令を交付した（「本件転勤命令」）。そこで，Ｘは，本件

転勤命令は無効であると主張して，Ｙ（Ｂ学院）に勤務すべき義務の無いこ

との地位確認の仮処分申請を行った。

 （6）ＹのＢ学院における就業規則には，異動（配置転換，出向等）の規定

があり，命じられた場合には，指定する日時に移動先に着任しなければなら

ないとの規定がある（18条1項，2項）。

（Ｘは独身であり，平成27年3月5日，北九州市所在の土地，建物を購入し

ている。）

 （7）原審決定（福岡地裁小倉支判令和3.12.16労経速2473号13頁）は，申立

てを以下の理由で却下したので，Ｘがこれを不服として抗告をした。

２．原審の却下理由

Ｘは，福島市への転居による経済的負担は生じるが，毎月受領する賃金に

変化はなく，世帯構成も独身であることから経済的負担に関して特段の事情

は認められない。さらに，Ｘは，平成28年度以降も担当予定授業がないこと

からしても転居できない特段の事情もない。

転居を伴う転勤は，一般に，労働者の生活関係に少なからぬ影響を与える

ことを考慮しても，本件転勤命令に従って福島市において就労することによ

り，Ｘに著しい損害又は急迫の危険が生じるとはいえず，保全の必要性が認

められない。被保全権利について判断するまでもなく，本件申立てには理由

がない。
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Ⅲ　抗告審決定要旨（本決定要旨）

１．抗告の理由

Ｘの主張は次の1・2である。1．原決定を取り消す。2．Ｘが，Ｙとの間の

労働契約上，ＹのＢ学院（中学校・高等学校）に勤務すべき義務のないこと

を仮に定める。

Ｙは，令和3年1月19日に前件控訴審判決が確定し，Ｘから団体交渉を通じ

てＡ学園への復職を求められていたにもかかわらず，Ｘに自宅待機を命じ続

け，同年10月16日の団体交渉の冒頭に突然本件配転命令を発し，北九州市所

在のＡ学園から遠く離れた福島市所在のＢ学院での勤務を命じたのであり，

ＹはＸを排除するために本件配転命令を発したものといえ，Ｘが本件配転命

令に従わない場合にＹがＸを懲戒解雇する可能性は十分に認められる。

また，本件配転命令は，ＹがＸに対してＢ学院での勤務を命じる労働契約

上の権限を有しておらず，権利濫用であるから無効であることは明らかであ

り，抗告人が本件配転命令に従う義務はない。

Ｘは，本件配転命令に従わない場合に，Ｙから懲戒解雇される可能性が十

分にあるのであるから，Ｘのこのような著しい損害又は急迫の危険を避ける

ために仮処分命令を発する必要性があることは明らかである上，Ｘは本件配

転命令に従う義務がないにもかかわらず本案判決が確定するまでＢ学院にお

いて業務に従事することを余儀なくされること。

本件解雇意思表示を主導したＹ代表者（Ｓ理事長）は福島市に常駐し，Ｘ

につき責任を持って管理する旨の発言をしていること，Ｘは長年勤務し慣れ

親しんだ職場環境から引きはがされることになることからすれば，本件配転

命令を強いられるＸの精神的苦痛は著しいものがあり，Ｘにメンタル不全等

の精神症状が発生する恐れも十分に考えられるのであるから，Ｘの著しい損

害又は急迫の危険を避けるため仮処分命令を発する必要性があるというべき

である。

２．決定要旨（申立却下）

 （1）Ｘは，本件配転命令に従わない場合には，ＹがＸを懲戒解雇する可能
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性は十分にあること，本件配転命令は無効でありＸが本件配転命令に従う義

務はないにもかかわらず，ＸはＢ学院において業務に従事することを余儀な

くされるのであり，Ｘの精神的苦痛は著しいものがあることなどを主張し，

Ｘに生ずる著しい損害又は急迫の危険を避けるため仮処分命令を発する必要

性があると主張する。

 （2）「しかし，ＸはＢ学院に勤務すべき義務がないとの仮の地位を定める仮

処分命令を求めるものであるところ，仮の地位を定める仮処分命令はその任

意の履行を期待するものにすぎず，仮にＸが本件配転命令に従わない場合に

ＹがＸを懲戒解雇する可能性があるとしても，本件配転命令や解雇の有効性

は本案により最終的に確定されるべき事柄であるし，仮の地位を定める仮処

分命令は，被保全権利が疎明されるとともに抗告人に生ずる著しい損害又は

急迫の危険を避けるためこれを必要とするときに発することができるのであ

るから（民事保全法23条2項），仮に被保全権利が疎明されているとしても，

上記保全の必要があるか否かは別途検討すべきものであるといえる。

 （3）そして，Ｙは，前件控訴審判決確定後も，ＸをＡ学園において勤務さ

せることなく，ＸにＢ学院での勤務を命ずる本件配転命令を発したのであ

り，Ａ学園で数学科教諭として勤務することを望んでいたＸにおいて，本件

配転命令が不本意なものであり，福島市に転居した上でＹ代表者のいるＢ学

院で勤務することはＸに身体的又は精神的負担を負わせるものであることは

否定できない。

しかし，本件配転命令に基づく異動の前後で賃金の減少は認められず，給

与規定により赴任旅費や住宅手当も支給されるから，転勤や転居による経済

的負担についても大きいとはいえず，身体的負担についても同様である。

 （4）また，Ｂ学院における数学科教諭としての業務はＡ学園における業務

と大きく異なるものとはいえず，その業務内容においてＸに何らかの不利益

を負わせるものともいえないことからすれば，本件配転命令によるＸの精神

的苦痛が多大なものであるとは解し難い」。

以上のことから，本件配転命令によりＸに著しい損害又は急迫の危険が生

（　 ）50－50－ 山口経済学雑誌　第71巻　第１・２号



じるとは認められず，本件抗告は理由がないからこれを棄却する。

Ｘは，仮処分の敗訴決定を受けて，令和4（2022）年1月14日，本訴を提起

しており，現在，裁判（口頭弁論）が行われている。

Ⅳ　検討

１　本件事案の特徴と法的論点─解雇と配転との連続した事案

１．本件事案の特徴

Ｘは，担当科目（数学）について，Ｙによる平成26（2014）年度，査定授

業（勤務評価・能力評価制度）の結果，研究不足・学力不足を指摘され，同

27（2015）年度の授業数を半減して，研修を命じた。しかしＸに改善がみら

れないとして，Ｘに対して同28（2016）年度の授業を担当させないとされ，

29（2017）年度も同様であった。

その間，Ｘは自席で入試問題の研究などをしていた。Ｘがそのような状況

の中，Ｙは，平成29（2017）年8月22日，Ｘに対して解雇の意思表示を行っ

た。それ以降，Ｘの解雇無効の判決が確定したにも関わらず（令和3.1.19上

告不受理），Ｙにより就労を拒否され続けている。Ｘの復職を求める団体交

渉の席上，Ｙは突如として，令和3（2021）年10月16日付けの転勤命令書を

手渡された。

以上のように，確定した解雇無効の判決について，Ｙは，判決命令の履行

として，Ａ学園に復帰させずに自宅待機させ，現実に数学教員として就労さ

せずに，遠隔地（北九州から福島市）への配転を命じた。Ｘに対して行われ

た，2015年度，査定授業を契機としてその後，解雇訴訟の決着した後も，Ｘ

に授業を担当させない状態が転勤命令まで6年以上，継続している。この点

が，本件事案の大きな特徴と論点となる。

Ｙは，判例上，一般に「就労請求権は認められない」として就労拒否を正

当化しているようである。この問題，本件事案における「就労請求権と就労

拒否」との関係については，後（3.1）において検討する。
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２．法的論点─検討視点

以上のような本件事案の特徴に照らして，本決定を検討するに際して，

（1）一般的に，本件事案を「東亜ペイント事件」最2小昭和61.7.14（労判

477号6頁，判時1198号149頁）の枠組で検討することが基本となるが，（2）

本件は，Ｙが解雇無効判決に基づいてその履行としての遠隔地配転を命じ，

その有効性を争うという本件に特徴的な問題がある。これを配転法理の枠組

の中でどのように位置づけるべきなのかという問題が生じる。すなわち，配

転命令の根拠，不当な動機の有無，通常甘受すべき不利益，配慮義務，手続

的問題等の判断枠組における検討である。

また，（3）この検討に際して，本件は仮処分事件であることから，本案訴

訟と異なって，本件配転命令によりＸに著しい損害又は急迫の危険が生じる

ことの疎明が求められる（保全の必要性，被保全権利）。暫定的な仮処分と

本案訴訟との違いから，例えば，仮処分では敗訴しても，本案訴訟では勝訴

するということは当然，あり得る。裁判における疎明と証明による証拠内容

の違いにより判断は異なり得る。

訴訟形式として仮処分決定の中には，配転命令の効力を「仮に停止する」

ことを命じる，「医療法人和光会事件」福岡高決平成8.7.10（判タ933号147

頁）がある。この事案は，田川市から福岡市への配転命令に従うと，原告に

とって，健康被害を生じさせ，欠勤を余儀なくさせるとして，配転命令を権

利濫用としたものである。この仮処分命令の趣旨は，「配転先で勤務すべき

義務のないことを仮に認める」とする，本件におけるＸの主張と同じ趣旨と

みることができる。

本決定が，「本件配転命令や解雇の有効性は本案により最終的に確定され

るべき事柄である」とのべるのは，仮処分と本案訴訟との争い方（証明）の

違いにより，当該事案の結論が異なることがあり得ると言っているものであ

ろう。しかし，証明の仕方に違いはあっても，配転の有効性に関する法的判

断の枠組自体は，両者の訴訟では基本的には異なるものではないであろう。

以上を前提として，まず本決定の内容について問題点をみることにしたい。
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２　本決定の内容と問題点

１．経済的利益と精神的不利益（精神的苦痛）のとらえ方

 （一）この問題は，配転が権利濫用かどうかの判断における労働者の被る不

利益の程度の問題である。仮処分事件である本決定では，保全の必要性の問

題としてとらえられる。

一審決定は，Ｘは賃金を支払われているから経済的不利益はないと判断し

て，精神的利益には触れるところはない。これに対して，本決定は，一応，

精神的利益についても考慮しているようにみえる（Ｘに「身体的又は精神的

負担を負わせるものである」）。しかし，その不利益は，Ｘの職務内容（高校

の数学担当）は変わらないとして，精神的不利益について職務内容の問題に

限定している。

両決定とも，経済的不利益について，Ｘの主張を入れなかった点で共通す

るが，本決定は，精神的不利益の内容を職務内容（数学教員）の変動の有無

という問題に限定してとらえて，「Ｘの精神的苦痛は多大なものとは解しが

たい」とした。このように精神的不利益について，本決定の判断と，Ｘの主

張とは，ほとんどかみ合っていない。

Ｘの主張は，Ｙ が違法な解雇をしたこと，その解雇の無効が裁判で確定

した後も，教師として復職させずに自席での入試研究等を命じたこと。6年

間にも及ぶ長期間の就労拒否だけでもＸの精神的苦痛は大である。これに加

えて，違法な解雇を主導したＹ の責任者（Ｓ理事長）の下へ配転させ，日

常的に監視されることの苦痛について，長期間の就労拒否および配転先で監

視下におかれることの蓋然性。これらを併せて，「精神的苦痛」であると主

張しているのである。

 （二）仮の地位を定める仮処分命令は，Ｘに生じる著しい損害又は急迫の危

険を避けるために必要とされるときに発することができる（民事保全法23条

2項）。この「保全の必要性」について，生活の面で経済的不利益の有無で判

断すればよいとしたのが一審決定であり，本決定は，精神的苦痛（精神的不

利益）も大きくないとした。地位保全仮処分において，保全の必要性につい
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て，当面，生活を支える賃金相当額が支払われるならば保全の必要性を認

めないとする傾向にある３）。本決定もこのような仮処分事件の審理動向の中

で，経済的不利益と精神的不利益性を認めなかった。

本件抗告審決定における「保全の必要性」はないという結論について，こ

れ以上検討する意味はあまりない。そこで，本件事案と争点について，本訴

におけるＸの主張を踏まえながら，これまでの1．配転法理との関連で問題

点を検討し，2．本件事案の特殊性（特質）に着目して，いくつかの法的問

題について検討することにしたい。

２．本件事案と配転法理

本件におけるＸの配転について，「東亜ペイント事件」最2小判昭和

61.7.14（労判477号6頁，判時1198号149頁）の判断枠組に照らして，（1）

配転命令の根拠の有無，（2）配転の業務上の必要性，（3）労働者の被る不利

益の内容と程度，（4）配転における配慮義務，（5）配転命令に係る手続等に

ついて問題点をみておきたい４）。

 （1）Ｘの勤務地の限定について

Ｘが本件労働契約を締結した時点（平成6年・1994年）において，勤務校は，

北九市のＡ学園（明治学園）しか存在していなかった。その後，平成20年

（2008年）9月9月8日，ＡとＹとは合併した。Ｘにとって，契約締結時に別法

人への配転は事実上，想定できないものであった。この事実に照らして，Ｘ

が主張するように，本件労働契約の合理的意思解釈として，明示の合意がな

くても，勤務校はＡ（明治学園）に限定するという黙示の合意の成立を認め

ることは十分可能である（労契法7条但書）。

 （2）業務上の必要性と不当な動機

Ｙは，団体交渉においても，本件配転の理由および配転の必要性について

明確な理由を示していない。むしろＳ理事長は，Ｘの復職を求める団体交渉

の席上，ＸをＢ学院に配置転換する必要性自体が存しないような発言をもし

ている。そしてＸの解雇が無効であることが訴訟上確定した後も，Ｙは，そ
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の判決結果を受け容れることを拒み，「就労請求権」は認められないとの理

由で，Ｘの職場復帰を一切認めず，職員室への立ち入りさえも許さず，自宅

待機させ続けてきた。

このように何ら合理的な理由も示すことなくＸを職場復帰させようとしな

かった。このような事実に照らすと，なんら合理的理由もなくＸを職場から

排除しようとするＹの強固な意思を読み取れるのである。これら事実は，本

件配転命令がＸを排除しようとする不当な動機・目的によってなされたもの

と推認できる。

 （3）労働者の被る不利益の程度

 （一）Ｘの解雇無効が確定したにもかかわらず，Ｙは，Ｘの職場復帰を拒否

することの合理的理由を示さないまま団体交渉を重ねており，これ自体，不

誠実団交として不当労働行為となる（労組法7条2号）。

そして，Ｓ理事長は，Ａ学院の校長としてＸの不当な解雇を行った者であ

り，解雇無効の判決が確定した後も，Ｘが職場復帰することを拒否し続けて

きた責任者である。その理事長Ｓは，Ｘについて「私の手元に置いてしっか

り管理する」という趣旨の発言をしている。これを聞いたＸの不安，精神的

苦痛は少なくないものがある。配転によりＸが，Ｓ理事長の居るＢ学院で勤

務すること，勤務地Ｂ学院における勤務自体，Ｘに精神的にも耐えがたい苦

痛を与えるであろうことも理解できる。

Ｙは，Ｘに授業を持たせず，さらに不当に解雇しその違法性が確定した後

も就労を継続し続けている。しかもその就労拒否の期間は，通算６年間にも

及ぶ。その当の責任者であるＳ理事長が常時いるＢ学園でＸが勤務すること

の心身のストレス，苦痛は想像に難くない。

以上の事実関係に照らしても，仮処分審理の限界ともいえるが，一審決定

と抗告審決定は共にＸの精神的苦痛について認めることはなかった。

しかし，以下のケースにみるように，配転によるパワハラ，いじめ等によ

るメンタル不調をきたす可能性は少なくない。この点は，本訴において配転
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の有効性を判断する上でのポイント，重要な争点とならざるを得ない。な

お，本件における配転はパワハラにも該当するものであることについては後

述する（3（1））。

 （二）労災事案であるが，配置転換や過重なノルマが原因でうつ病になった

労働者の休業補償給付不支給を取消して労災認定した「国・福岡中央労基

署長（株式会社FCCテクノ）事件」福岡地判令4･5･31（LEX/DB25592609）

がある。判決は，配置転換と過大なノルマは，労働者の精神的負荷（精神的

苦痛）を生じさせて，労働者がうつ病を発症したと認定した。

同じように，配転に伴い仕事の内容について質・量とも変化したことが，

労働者の心理的負荷を生じさせ，うつ病を発症させたと認めて，休業補償給

付不支給処分を取消した「国・笹岡労基所長事件」岡山地判令4･3･30（LEX/

DB25592533）がある。

最近のこの二つの判決は，労働時間という業務の量的な観点ではなく，配

置転換やノルマという業務の質の点から，労働者の精神的負荷を認めたとこ

ろに判決の意義がある。本件における配転と精神的苦痛を検討する上でも参

考になるケースといえる。

 （4）配慮義務・手続や説明義務

 （一）最近の判例動向として，配転命令の有効性判断において，使用者の配

慮義務や手続的な公正など配慮義務が求められる傾向にある。使用者が配転

を命じる場合に，法的にも，職業生活と家庭生活との調和（労契法3条）や

育児・介護への配慮（育介法26条），また労働者の心身の健康への配慮（労

契法5条），手続き的にも労働者に対する説明・協議が求められるようになり，

判例もこれらを重視した判断を行っている５）。

これらの職業生活と家庭生活の調和（ワーク・ライフ・バランス。WLB）

を求める法規に照らして，法の求める必要な配慮を行ったかその配慮の有

無・程度が具体的に問題となる。これらの配慮は，労働者の不利益の程度

を判断する上での考慮要素として，権利濫用の判断要素となる。このこと
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を一般論として論じたのが，「ネスレ日本（配転拒否）事件」大阪高判平成

18.4.14（労判915号60頁）であり，その判断枠組はその後の判例に引き継

がれるところとなっている。

労働者のキャリア形成への配慮を求める最近の判例として，「安藤運輸事

件」名古屋高判令和3.1.20（労判1240号5頁），「Ｘ社事件」東京地判平成

22.2.8（労経速2067号21頁）がある。これらの労働者のキャリア形成への

配慮を求める判例の動向と相反するとみられるのが本件の配転命令であると

いってよい。

 （二）本件配転は，ＹがＸに対して，事前に何らの説明も事情聴取もなく，

突然，復職要求の団交の席において，一方的に本件配転命令を発したもので

ある。Ｙは本件配転命令を発令する上に際して，Ｘの意向や配転の必要性に

ついて，Ｘに対して説明し納得を得る努力を全く行っていない。このように

Ｙは，配転における配慮義務，説明義務を尽くしていない。このように，本

件配転の必要性（業務上の必要性）についての説明を全く行っていない。

このことは，本件配転がＸを排除するという不当な動機・目的によるもの，

ＹがＸを職場から排除する意図を強く推認させるものである。

以上のように，本件におけるＹの対応は，（1）から（4）に至るまで，判

例法理に照らしても，また最近の判例動向からみても法的に多くの問題があ

る。このこと自体，本件事案の特殊性，特異性とみることができる。これら

の問題点が，本案訴訟でどのように判断されるのか注目されるところであ

る。

３　パワー・ハラスメント（パワハラ）としての配転

１．本件における配転の持つ意味

 （一）以上のように，本件は，これまでの配転事件と比べても，本件におけ

る配転の違法性（無効）が明らかに認められるケースである。それに加えて，

本件事案の特徴としてあげることができるのは，本件には，「パワハラとし

ての配転」という性格（要素）があるとみることができる。そこで，本件を
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パワハラの事案として検討することが必要となる。

今一度，本件事案の特殊性について確認しておきたい。本件事案の主たる

争点は，ＹのＸに対する配転命令の無効を争うことにあるが，この配転問題

は本件事案の全体の流れの中でみると，一つの結節点であることに注目して

おきたい。

 （二）Ａ学院におけるＸの「査定授業」から始まる事実をみるとき，Ｙの明

確な意思に基づくＸに対する「就労拒否」は，Ｙによる一連の行為として連

続性を持っていることに着目する必要がある。ＹによるＸに対する本件配転

命令に至るまでの一連の時系列的行為は次のようである。

発端としてのＸに対する「査定授業」実施（平成26.11.17），再査定授業の

実施（平成27.11）─判定としての職務能力不足との評価を行い，授業を持

たせないという就労拒否（平成28.2.18）─解雇の意思表示（平成29.8.22）─

裁判による解雇無効の判決とその確定（令和3.1.19）─就労拒否の継続─団

体交渉における就労拒否理由の説明は無い（誠実交渉義務違反）─就労拒否

の継続─さらに，団交の席での配転命令（令和3.10.16）─Ｘによる配転無効

の仮処分申請，棄却（令和3.12.15/令和4.2.28），本訴の提起（令和4.1.18）。

 （三）Ｙによる査定授業の評価として，Ｘの職務能力不足の認定とＸの担当

する授業時間の削減，さらに全面的な就労拒否，それに続く解雇。Ｙの主張

する解雇理由であるＸの職務能力不足ということは裁判では認められず解雇

は無効という判決は確定している。これによって，Ｘの職務能力について客

観的な評価は確定しているのである。このような一連の事実関係に照らす

と，Ｙによる一貫したＸに対する就労拒否の意思の強固さを看取することが

できる。

この一連の事実関係から，ＹによるＸに対する「査定授業」の評価に基づ

く就労拒否から始まったＹの行為について，Ｘを職場から排除しようとする

強固な一貫した意思を見て取れるのである。

以上の事実関係からみて，本件における配転命令は一つの結節点であり，

Ｙによる就労拒否の継続という事実関係の中にいくつものパワー・ハラスメ
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ント（パワハラ）の要素を見ることができるのである。

２．パワハラに関する法改正─その定義と事業主の措置義務

2019年パワハラに関する法改正が行われ，その防止措置を講じることが事

業主に義務づけられた（労働政策推進法30条の2）。また，「心理的負荷によ

る精神障害の認定基準について」（平成23.12.26基発1226第1号）も同年，一

部改正されて，心理的負荷をもたらす出来事として，パワーハラスメントが

追加された６）。

パワハラとは，「職場において行われる優越的な関係を背景とした言動で

あって，業務上必要かつ相当な範囲を超えたものによりその雇用する労働者

の就業環境が害されること」（前掲・労働政策推進法30条の2第1項）であり，

事業主は，雇用管理上その防止措置を講じる義務がある。

３．パワハラと本件事案における配転の位置づけ

パワハラ防止指針（以下，指針。令和2.1.15厚労告5号）によれば，典型的

事例として，次の①から⑥が挙げられている。①身体的な攻撃，②精神的な

攻撃，③人間関係からの切り離し，④過大な要求，⑤過少な要求，⑥個の侵

害など。これを本件事案に照らすと，②，③，⑤，⑥に該当するとみること

ができる。

②は，Ｘを配転先で監視し，いじめを予測させるＳ理事長のその予告とも

いえる発言は，精神的攻撃に該当し，③は，Ｘの20年以上にわたる教育現

場，地域社会で培ってきた仲間，人間関係の切断に該当する。⑤は，解雇前

に職務能力がないからという理由で就労拒否され，解雇無効確定後も合理的

理由を示すことなく，今日まで就労拒否が続いている。

また，不誠実な団交の中，一方的な配転命令は，明らかに，「誠実交渉義

務違反」であり，団交拒否（労組法2条2号）の不当労働行為にも該当する７）。

⑥は，住み慣れた地域で生活する権利の侵害となる。これには仮処分決定

の重視する独身であるとか，既婚者，家族持ちであるとかの労働者の属性は

関係ない。（⑥は③と重なるところもある）

本件事案におけるＸに対する就労拒否と配転は，それぞれＹによる表裏一
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体の関連する意図的な行為であるとみることができる。この点でも，次の判

例と類似する内容と言える。労災のケースであるが，使用者が業務上の合理

的な理由がなく約3か月間，労働者に仕事を与えないことがパワハラに該当

し，それによる「うつ病」発症の業務起因性を認めたものに，「国・広島労

基署長（中国新聞開発）事件」（広島高判平成27.10.22労判1131号5頁）が

ある。さらに，不法行為，安全配慮義務違反のケースであるが，長年にわ

たって仕事をほとんど与えなかったことがパワハラであり，人格権侵害の不

法行為であるとされたものに，「国立大学法人兵庫教育大学事件」（神戸地判

平成29.8.9労経速2328号23頁）がある。

４．就労請求権と就労拒否

ここで，本件におけるＹの主張する就労請求権について言及の意味と，Ｘ

を現職復帰させず教師としての仕事をさないことが正当であると主張の意味

をみておきたい８）。このことは，就労拒否は違法でないとするＹの主張は，

本件事案に照らして，法理論として全く無意味であることを確認することで

もある。

Ｙの主張は，就労請求権は理論上認められないから復職させなくても違法

ではない，と繰り返し強調している。しかしこの主張は問題を全く取り違え

ている。問題は，復職させない，教師としての教壇に立たせない。この就労

拒否が違法であるというのが，パワハラとしての就労拒否並びに違法とみな

される配転命令の問題なのである。

すでにみたように配転命令もパワハラとなるというのが，それが本件事案

における特殊な問題である。この事案で問われているのは，Ｘに対する就労

拒否も配転命令もそれぞれパワハラとして違法であるという法理を本稿にお

いて展開しているのである。

４　配転法理における職務と勤務地

１．勤務地の持つ意味
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 （一）本件は，Ｘが20年以上も勤務しているＡ学園から遠隔地のＢ学院への

配転を命じるケースで，しかもＸの解雇無効，復職に関連した配転命令の有

効性を問題となる点で，通常の配転のケースと異なった特徴を持つ事案でも

ある。

しかも本件は，配転法理について多くの問題を提起するものでもある。と

くに住居の移転を伴う，しかも遠隔地への配転については，なお検討すべき

問題がある。長年住み慣れて生活の本拠としている住居を変更して，新たな

勤務地での生活に伴う個人の利益を重視する企業環境が形成されつつあり，

これに並行するかのような労働政策の展開もみられる。

 （二）配転における勤務地という勤務場所の問題は，職務の問題とは異なっ

た意味をもつ。勤務地という労働者の生活の本拠という問題は，労働契約関

係を超えた広い範囲での法的問題を提起する。居住，職業選択の自由，国籍

離脱の自由という憲法上の権利（憲法22条1項）は，居住と職業選択の自由

との二者択一の問題ではない。両者は区別される内容であるが，それぞれ独

自に保障される人権（権利・法益）であり，二つとも個人（労働者）の法益

として保護されるものである９）。最近の判例として次の判例は注目される。

労働者の社会生活や仕事と家庭生活との配慮することを求めるものとし

て，「あんしん財団事件」東京高判平成31.3.31（労判1205号28頁）は，配

転後の転居命令および転居命令拒否による解雇が争われた事案である。憲法

22条（居住，移転，職業選択の自由）と民法90条による労使関係における

公序を論じるものとして，「ハンターダグラスジャパン事件」東京地判平成

30.6.8（労判1214号80頁）があり注目される。

２．企業の働き方改革─NTTの今と過去の配転ケース

 （一）2022年5月19日の新聞（朝日新聞朝刊）に，「NTT，原則自宅勤務に 

出社は出張　居住地自由」という記事があった。

その内容は，NTTでは去年，従業員の働き方について，原則，テレワー

クに切り替え，転勤や単身赴任も廃止する方針を打ち出していた。これまで
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はオフィスでの勤務が基本で，テレワークは申請が必要だったが，今後，勤

務場所は自宅を基本とし，オフィスに出社する場合は「出張扱い」にすると

いうルールを導入する。

居住地に関する制限もなくし，国内であればどこに住んでもいいほか，交

通費は一律の上限を設けず，航空機を使った出社も認める。地方の出身で東

京に単身赴任をしている従業員の場合，地元で働きながら家族と一緒に生活

することができるとしている。労働組合とも合意しており，テレワークが進

んでいるグループ会社の従業員，約18万人の内3万人を対象に7月1日から開

始する。NTTのテレワーク実施率は，今年4が月現在で7割以上となってい

る。

このような改革は，NTTという企業の特性から可能であるといえようが，

勤務場所は原則自宅というルールは，労働者の転勤不要ということを意味

し，勤務地変更という転勤制度をなくすもので，配転法理を不要とする企業

改革であり注目される。

 （二）かつてのNTT配転事件をみるとき，この30年間，同じ企業の変化は

あまりにもドラステックである。NTTは平成14（1992）年4月，リストラ（企

業組織改編）に伴い，中高年齢者（50歳以上59歳以下）を対象に職種変更，

遠隔地配転を伴う大量の人事異動を行い，対象とされた労働者により配転無

効を争う多くの訴訟が提訴され，いくつかの判決が出されている。代表的に

は次の二つの判例がある。

「NTT西日本（大阪・名古屋配転）事件」大阪高裁平成21.1.15労判977号5頁，

「NTT東日本（北海道配転）事件」札幌高裁平成21.3.26労判982号44頁，両親

の介護を行う上で著しい不利益を負わせるもので権利濫用として不法行為

（慰謝料）を認めたものである。今回のNTTの新たな勤務ステム（働き方改

革）は，これからの配転問題を考えるうえで無視することはできないであろ

うし，その影響も注目される。

 （三）また，「多様化する労働契約のルールに関する検討会報告書」（厚労省

2022年3月）が出され，内容として，多様な正社員の労働契約関係の明確化
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が必要であるとされている。労働者のワーク・ライフ・バランス確保，自律

的なキャリア形成と並んで，労働契約締結時の労働条件の確認として，労基

法15条の労働条件明示の対象に就業場所・業務の変更の範囲を追加すること

が適当とされている。

NTTの勤務場所を自宅とする働き方改革や労働契約ルールに関する報告

書は，これまでの企業における配転ルールを大きく変えることが予想され

る。配転における勤務地変更について，家族，独身，高齢者，障害者等の属

性を配慮しつつも，その都度，労働者個人の生活利益を重視した当事者合意

を具体化，実質化していく方向へとへと展開していくものとなろう10）。

Ⅴ　おわりに

労働事件の新聞記事を一つの契機として，本件における配転命令をめぐる

裁判の経緯と問題となる論点について具体的にみてきた。これまでの検討を

通して，本件は，配転をめぐる訴訟という一般的な問題には収まらない特色

をもつ事案であり，パワハラ，職場環境配慮義務などの問題をも内包する事

案である。

また本件事案は，配転法理について，「東亜ペイント事件」最高裁判決

の判断枠組に収まらない新たないくつかの問題を提起するところがある。

NTTや他の企業における転勤不要の勤務体制は，配転法理それ自体の無用

化を示すものであり，企業の合理的運営という企業の論理（組織・集団の利

益）と労働者の権利・利益（個人の私生活，住居選択の自由）とのバランス

について，再検討を促すものである。

さらに，企業にとって都合の良い「就労請求権」の使い方は，現実的にも

法理論的にも無意味である。このことを本件事案は示しているとみてよい。

使用者の使う法理，就労請求権は認められないという主張は，就労拒否を正

当化するものではなく，就労請求権論と関係なく，使用者の正当な合理的理

由のない就労拒否は，パワハラにも該当する行為でもある。したがって，労

働契約法理，不法行為法理に照らしても違法（無効，損害賠償）となること
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にかわりはない。このような基本的な法的論点も本件事案は提起していると

みることができる。

こんにちの配転法理は，「東亜ペイント事件」最高裁判決における企業・

組織（法人）にとっての「労働力」論から，個人労働者の「人格権・生活利

益」論を重視する時代へと大きくシフトしているみることができる。
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